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が増 していることによる。

平成10年、東京都労ltEj経済局総務部企画調査課は中小企業の技術 ・技

能継承問題の状況を把握 し、 これに対する支援の施策の基礎資料を得よ

うとして作業を進めてきた。研究テーマは 「都内中小製造業の技術 ・技

能集積と人材育成に関わる調査研究」である。 この報告書は1999年3月

に公刊された0。まえがきには 「この問題の現状を把握 し、製造業の技

術 ・技能を担 う人材の育成に関する諸課題を明らかにすることにより、

都内中小製造業の再生に向けての方策を探ろうとこの調査を実施 しまし

た」とある。最近の東京都における技術 ・技能継承問題を捉えようとし

た、この 「都内中小製造業の技術 ・技能集積と人材育成に関わる調査研

究報告書 (1999年3月 )」は基本的な技術 ・技能継承問題に関する課題

を特に職業能力開発としてどう受けとめていくかを検討するに重要な資

料と考える。先に掲げた3つ の文献が総論的で具体を知 るには不十分で

あるに対 して、 この報告書は極めて具体的な課題を検討 しており、これ

からの 「技術 ・技能継承に向けた能力開発か らの支援」を考察できると

考える。筆者 もこの検討委員として参画 したが、委員会での指摘事項と

報告書の記載とは見解が異なる点 もある。また、報告書は行政上の施策

提言の内容が中心になっている。 この意味から、能力開発に関する重要

な知見の抽出が不十分になっていると考えられる。

本研究はこの報告書で扱われたデータを用いなが ら、特に企業の規模、

経営体質、技術 ・技能継承への取 り組み状況によってどのような能力開

発への要望 ・期待を持つかを明らかにしたい。そして、その企業行動の

背景にはどのような原理や理念が働いているかについて検討することを

目的とする。



職業能力開発研究 第 18巻 2000年 143

2 研 究方法

この研究では東京都労働経済局総務部企画調査課 「都内中小製造業の

技術 ・技能集積 と人材育成に関わる調査研究報告書 (1999年 3月 )」 の

中から、質問紙調査結果のみを検討することにした。報告書は下記の構

成になっている。第 1章 と第 2章 を 「都内中小製造業を担 う技術者 ・技

能者の育成をめぐる諸課題と今後の方向J編 と題 してまとめている。ま

た、第 3章 と第 4章 を 「調査結果の分析」編としてまとめている。

第 1章  都 内中小企業が直面する技術 ・技能人材確保の課題

第 2章  次 代を担 う技術 ・技能づ くりをめざして

第 3章  製 造業をめぐるマクロ動向と技術 ・技能集積の状況

第 4章  ア ンケー トおよびヒアリング調査結果の分析

参考資料

この調査は質問紙調査とヒァリング調査で構成されている。質問紙調

査の対象は企業データベースから従業員規模 4名 ～299名の製造業企業

10000社を抽出し、郵送によって調査票を送付 した。回収 した有効回答

数は2,763である。調査実施時期は平成10年 9月 に行なった。 ヒ ア リン

グ調査は都内中小及び大手 ・中堅企業41社に対 して実施 している。調査

実施時期は平成10年 7月 ～平成11年 1月 である。

本研究ではこの報告書の中から主に本調査の単純集計表とクロス集計

表である 「参考資料 2 ア ンケー ト集計結果Jを 用いている。 また、

「参考資料 2 ア ンケー ト集計結果Jに ないデータは報告書本文に掲載

されているグラフか ら引用 した。データについては報告書の記載を忠実

に扱 った。本研究で作成 した図表はグラフ作成方法及びグラフ化の意図

を明確にさせて新たに作成 したものである。データの選定と加工処理及

び記述文章は筆者の責任の範囲において作成 した。
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3.技 術 ・技能継承の状況別に見た問題点

3-1 技 術 ・技能者の充足状況

中小製造業における技術 ・技能者の充足状況を見たものを図31に 示

した。この調査では技術 ・技能者を下記のように5分類している。

(1)一 般技能者 :見習い工や単純作業に従事する技能者

修)中 堅熟練技能者 :生産工程や業務を一人前にこなせる熟練技能者

G)高 度熟練技能者 :特定の技能領域で高度な熟練技能を持っている技

付ヒ堤争

“)テ クノ技能者 t高度な技能だけでなく現場で、試作 。開発、生産管

理もこなせる技能者

6)技 術者 :生産管理や生産工程の改良、新製品の設計 。開発ができる

技術を持つ者

―取技能者 中郵 練齢 靖 テク/技 能吉 技術者

コ該当なし 102 163

]貿勢剤 116 2 5 1 7

圏過不足な し 55 1 567 “ 3 32 2

田不足 313 431 50 5

図31 中 小製造業における技術 ・技能者の現在の充足状況

この結果では、一般技能者 と中堅熟練技能者は 「過不足な し」が50%

を超えている。両者については 「過家1」と判断する企業 もある。高度熱
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練技能者については 「不足Jと 「過不足なし」がほぼ同率である。テク

ノ技能者、技術者の不足感は高い。特 に、 テクノ技能者 と技術者では

「不足Jが 50%程 度 となり、半数は不足と判断 している。 この結果か ら

判断すると、(新)職 業能力開発大学校の新設によって各地に設置され

た高度実践技術者養成は一定のエーズがあるといえよう。

図32は 技術 ・技能者の充足の予測を示 している。今後の充足の見通

しについての判断は、図31と 同様の傾向になっている。いずれの技術 ・

技能者においても、今後は現在よりも充足が困難になるとしている。

一般技能者 中堅熱練技能者 高度熱統技能者 テクノ技能者 技術者

召わからない 20 1 194

コ: 安当 な し 6 2 3 1 3 8

」過剰 6 4 3 9 2 1 09 0 9

日過不足なし 20 9 22 8

] 不 足 28 9 364 53 2 53 2

図32 中 小製造業における技術 ・技能者の充足状況の将来予測

3-2 技 術 ・技能継承の状況

高度熟練になるほど、技術 ・技能者の充足は困難度が増すことが予測

されるが、これに呼応 した動向はどのようになっているであろうか。図

33は 各企業での技術 ・技能継承の取 り組みの状況を示 している。「計
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画的に技術 ・技能継承をしているJと する計画的継承群は277%で あっ

た。「自然に継承 しているJと する自然継承群 は502%で ある。 また、

「継承は不充分であるJと する継承不充分群 は222%で ある。 自然継承

群は意識的 ・意図的な技術 ・技能継承を実施 していない企業 と考えられ

る。また、継承不十分群は必要性にもかかわらず実施できていない企業

と言 うことができよう。

継承不■分群
22比

図33 技 術 ・技能継承の取り組みの状況

図34 技 術 ・技能継承の取り組みの状況
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図34は 技術 ・技能継承の取り組みと技術 ・技能者の不足状況との関

係を示している。計画的継承群は充足感がもっとも高い。次いで自然継

承群、継承不十分群となっている。特に、継承不十分群の充足感はきわ

めて低い。計画的継承群は必要性も感じて技術 ・技能継承を実施してお

り、自然継承群は必要性をさほど感じていないことが推測できる。自然

継承群は必要性の認識の差異があるだけで、技術 ・技能継承の実質に関

しては継承不十分群と同質と推測できる。

図35 企 業規模 (従業員数)丹」に見た技術 ・技能継承の取り組みの状況

図85は 企業規模 (従業員数)別 に見た技術 ・技能継承の取 り組みの

状況を示 している。横軸に従業員数をとり、縦軸に各群の割合をとって

いる。企業規模が大 きくなるほど計画的継承群が増加 し、継承不十分群

と自然継承群は減少する。 このように技術 ・技能継承の実施状況は企業

規模と関係があるといえる。
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図36 技 術 ・技能継承の取り組みと技術 ・技能者不足への対応

図36は 技術 ・技能継承の取 り組みと技術 ・技能者不足への対応を見

たものである。継承不十分群は 「中高年の中途採用J「業務の外注化J

「定年の延長」で他よりも多 くの企業で実施 していることがわかる。 自

然継承群と計画的継承群 とは 「中高年の中途採用」「業務の外注化」 で

同水準にある。「生産工程の省力化」「短期雇用者の活用」「派遣労働者

の活用」のいずれにおいても自然継承群の水準が他の 2群 よりも低い。

これは技術 ・技能継承の必要性の緊急度が低いものと推測できる。また、

計画的継承群は 「生産工程の省力化Jで 他群よりも高い水準にあり、こ

の種の努力をはらっていると考えられる。

3-3 技 術 ・技能継承の状況と企業業績、経営方針の関係

調査対象 とした企業の特徴と技術 ・技能継承への取 り組み方の関係に

ついて検討 しよう。図37は 調査対象企業の状況を表 したものである。

図において 「プラス」とは拡大、増加、増員を意味 している。「ゼロ」

とは横ばい、変化なしを意味 している。同様にして 「マイナスJと は縮

小、減少、減員をさしている。図から見ると、売上高は減少 しているが
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設備や事業分野、製品の種類を拡大しようとする経営方針が読みとれる。

反面、人員は絞込みたいとするする姿勢が見られる。

図37 調 査対象企業の状況

図38、 図39は 技術 ,技能継承の取 り組みと企業業績の関係を示 し

ている。計画的継承群は他の群よりも売上が増大 し、経常利益 も黒字で

ある企業が多いことがわかる。同様にして他データをあわせて解釈する

と、計画的継承群の売上高は増加基調で、設備や事業分野、製品の種類

を拡大 しようとする企業であることがわかった。拡大傾向にあるから技

術 ・技能継承を計画的に行 うか、あるいは技術 ・技能継承の結果として

拡大傾向になったか不明であるが、密接な関係があることがわかる。

売上高の推移 経常利益 事業分野 製品の種類 人 員 設備

ロマイナス 24 1 l i 8 3

田 0 37 0 346 419 34 7 47 4

回プラス 412 21 7 37 9
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図38 技 術 ・技能継承の取り組みと企業業績 (売上高)の 関係

計画的総承群 自然継承津 継承不十分群

口減少

El検ばい

EI増大 239

計画的継承群 自然継承群 継承不十分群

□赤字

□ほ1まゼロ 530 22 7

回黒字

図39 技 術 ・技能継承の取り組みと企業業績 (経常利益)の 関係



職業能力開発研究 第 18巻 2000年 151

4 技 術 ・技能継承の状況別に見た能力開発ニーズ

4-1 技 術 ・技能継承の実施方法

企業が具体的に展開している技術 ・技能継承の方法は何かについてみ

たものが図41で ある。 これによれば、「現場にまかせたOJTJが 大半を

占めている。実際にどのように展開されているかは別として、技術 ・技

能継水が現場のO」Tが 中心であることはきわめて不安定な継承手段 と

言わざるを得ない。一般にO」Tは 教育計画に基づいた意図的な育成 と

は言いがたいことが多い。次いで 「社員が指導者として教育J「技術 ・

技能マニュアルによるOJTJが 主要方法 として挙げられていることが

わかる。

図41 技 術 ・技能継承の実施方法
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4-2 技 術 ・技能継承の状況と実施上の問題

図42は 技術 ・技能継水を実施する上での問題を示 している。最 も多

く挙げられていたものは 「継承する人材が採用できないJこ とである。

「教育できる人がいないJ「継承すべき技術 ・技能者が退社する」を含め

ると人に関する問題は大 きい。次いで 「教育の時間的余裕がないJ「資

金的余裕がないJ「教育 ・育成体制がないJな どの環境要件が挙げられ

ている。「技術革新が早すぎる」「若年層に教育を拒む風潮があるJ「熱

練工に教育実施を拒む風潮がある」は少ないがこれらにも問題があるよ

うだ。

若年層に教育を拒む風潮お(あ

技術革新が早すぎ

継承すぺ吉技Il 技能者が退社す

教育 育 成体おJがなし

資金的奈結がな|

教育できる人がいなし

教育の時間的余裕がなし

継承する人材が採用できなし

縦承する
人材が採
用できな

間的余裕

1脅審吾
景

余

い

的

な

金

が
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を

39 4 321 1 249 22 7 22 2 Ⅲ81 104

図42 技 術 ・技能継承の実施上の問題

図43は 図42の 上位 5位 までを対象に技術 ・技能継承の取 り組み状

況と実施上の問題の関係を示 した。図では、計画的継承群と継承不十分

群の格差の小さい順に上から描いている。「継承する人材が採用できて

いないJは 両申の格差が最 も大きい。他の4項 目は継承不十分群が項目

FBIで差泉がないのに対 して、計画的継承群では 「教育にあてる時間的余
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裕がない」「うまく教育できる人がいない」「資金的余裕がないJ陀 嘩許

育成体制がないJの 順で問題を挙げる割合が高い。このように継承不十

分群は問題が何であるかを明確に示していないのに対し、計画的継承群

は実施上の問題を明瞭に示していると言える。

教育にあてる時間的余裕がなし

うまく教育できる人がいなし

教育 育 成体制がなけ

資金的余裕がなし

継属する人花が採用できていなし

継承する人材が採
用できていない 資金的余裕がなし 教育 育 成体制が

ない
うよく教育てきる

人がいない
教育にあてる時間

的余裕がない

]格 差 1,1 2 8

]松 承不■分群 65 1 345 3 4 336 94 4

臣計画的総承群 172 169 22 5

図牛3 技術 ・機能継承の取り組み状況と実施上の問題

4-3 技 術 ・技能継承実施と能力開発へのエーズ

図44は 企業規模別に見た能力開発へのエーズをみたものである。 ま

た、図45は これを等高線グラフで描 いている。等高線の間隔は3%で

ある。最 も低い位置は図の右端にある。
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図44 企 業規模別に見た能力開発からの支援ニーズ
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00-

1 0 9 人

200人

以上

枚育罰口練経費の助成 43 1 514 47 1 54 8 563 56 1 67 7

)JTや品質管理の研修 98 171 25 5 282 303 38 7 e24

欧育目Ⅲ線方法のノウハウ提供 198 191 22 0 243 25 0 25 2 30 9

次吉訓練の情報提供 171 22 3 22 22 3 247 22 2 162

技育訓線のためのlt段設備提供

企業の個別ニーズに沿つた職業罰1絞

187 195 208 219 217 28 3 22 1

193 20 7 20 0 199 193 24 4 270

旨者向けの高度な職業罰"練 144 150 137 140 131 173 162

笥度技術 技 能の研修施設の整備 t27 1 145 H26 173 22 1

支術 技 能継承方法のセミナー実統 107 8 7 137 136 173 Ⅲ52 20 6

講師の派遣 6 0 8 6 Ⅲ22 153 142 178 206

末lfat向けの公共職業訓総 131 159 110 103 7 4 59

仁離者向けの公共職業訓森 3 4 109 102 7 0 111 139 5 9

インターンシップの実施 9 0 86 9 3 9 3 6 1 147

桟術 技蔵総承コンサルタント制度 44 5, 40 3 3

図45 等 高線グラフによる 「企業規模別に見た能力開発へのニーズ」
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図を見ると、等高線が縦方向に規則性を持ち、段差 も生 じている。 こ

れは企業規模毎にユーズが異なるものと同 じものとに分かれることを意

味 している。例えば、「教育訓練経費の助成Jは 企業規模にかかわ らず

同 じ水準で高率になっている。「企業の個別ニーズに沿 った職業訓練J

は100人未満の企業では20%程 度が要望 しているが、100人以上の企業で

は27%程 度に上がる。「OJTや 品質管理の研修」他について詳細 に見て

みよう。図46は 企業規模別に見た 「OJTや 品質管理の研修」 のエーズ

を示 している。 この研修のニーズが高いのは主に20人を超える規模の企

業であることがわかる。 この規模になると必需の内容と言える。

図46 企 業規模別に見た 「OJTや品質管理の研修」のニーズ

図47は 企業規模別に見た 「教育訓練方法のノウハウの提供Jの ニー

ズを示 している。 この内容は/‐・般に高いニーズがあるが、特 に、200人

以上の規模の企業では高いユーズがある。
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図47 企 業規模別に見た 「教育訓練方法のノウハウの提供」のニーズ

「技術 ・技能継承方法のセ ミナー実施Jに ついて同様に見たものが図

48で ある。全般的には低いが、200人を超 える場合 に高 いユーズがあ

る。

図48 企 業規模別に見た 「技術 ・機能継承方法のセミナー実施」のニーズ

「求職者向けの公共職業訓練Jと 「在職者向けの公共職業訓練」の両

者について企業規模別に描いたものを図49に 示 した。在職者に対する

公共職業訓練へのニーズのピークは100～199人規模の企業で高いのに対

して、求職者に対する公共職業訓練へのユーズのピークは10～19人規模
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の企業にある。このように規模の小さい企業の場合は入社時点で職業能

力を身につけていることを期待するのに対し、規模の大きい企業は在職

しながら技術 ・技能を向上させる機会を期待していることがわかる。こ

れに対して200人規模以上の企業は 「教育訓練経費の助成」「教育訓練方

法のノウハウ提供J「教育訓練のための施設設備提供J「企業の個丹1ニー

ズに沿った職業訓練J「高度技術 ・技能の研修施設の整備J「技術 ・技能

継承方法のセミナー実施J「講師の派遣J等 で高いニーズがある。つま

り、規模の大きい企業の能力開発ニーズは自社で教育訓練を展開する上

の支援にあると言えよう。

図4-9 企業規模別に見た 「在職者向けと求職者向けの公共職業訓練」の二―ズ

4-4 技 術 ・技能継承の状況と必要とする専門分野の能力開発

図410は 技術 ・技能継承の状況 と必要 とする専門分野の能力開発に

ついて描いたものである。継承不十分群と計画的継承群 との間に明らか

な傾向の違いを読みとることができる。最も大きな違いは専門分野のユー

ズ順位が逆転 していることである。継承不十分辞 と計画的継承群とでは

求める内容の順位が反対になっている。計画的継承群では 「環境関連技
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術J「自動生産ラインの段取 り切り替え技有臼 「自動生産ラインの合理化 ・

改善技術」「ソフトウエア関連技術Jな どが高いが、継承不十分群 はこ

れらで低率である。継承不十分群は 「パソコン活用技術J「多品種 ・少

量生産技術」「製品デザイン技術」は高率である。 このように、中心テー

マで明瞭な違いを見出すことができる。 これらのテーマは計画的継承群

では以前、学習 していた内容と推測される。そのように考えると、計画

的継承群は、その段階の次の段階にいるのではなかろうか。第 2の 違い

はニーズの水準とその傾向である。計画的継承群が25%～ 40%の 間に分

布するに対 して、継承不十分群は20%～ 25%の 範囲で内容間に格差があ

まりなく分布する。 この群は内容の優先順位や必要性について明確な意

義を見出していないように思える。

的

′ミッコニ

多貯 蜜

製品デ)イ ど

セ‐ レスエンジニアリ:

自動生窟ラインの合理化

自動生産ライ】

図4-10 技 術 ・技能継承の状況と必要とする専門分野の能力開発
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4-5 技 術 ・技能継承への支援ニーズ

企業が求める今後の行政施策は何かについて見てみたい。技術 ・技能

継承への具体的な支援 として何を求めているかである。 郵411は これを

示 している。熟練技術 ・技能者に対する能力認定をして該当者に顕彰 ・

補助を与えるものに極めて高いニーズがある。 この分野の項目としては

「公的資格の認定J「優秀技能者の表彰」「「認定技能者への金銭的補助J

「認定技能者の起業への公的資金支援Jが ある。当面の技術 ・技能継承

に役立つ ものとして 「退職 した高度技能者の派遣会社の設立J「高度熟

練者の技能継承への活用」「熟練技能者を訓練施設の話師とする」「技能

を網羅 した技能者育成センター設置Jが あるが、 これらは技術 ・技能継

承のアウトツーシングとみてよい。また、自社で技術 ・技能継承を展開

する上での支援として 「技能のデータベース化 ・マニュアル化支援Jが

挙げられている。

高度撫総者の貸し工場経営の

高度熟練技能活用の新規事業ブラ→

黎神枝能者 を訓鞭施設の議師 とす

技能を相推 した技悔者育成センタ

図411 技 術 ・授能継承への支援ニーズ
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5 技 術 ・技能継承問題 に対する支援のあ り方

5-1 技 術 ・技能継承における人材育成の役割

中小製造業における技術 ・技能者の充足状況及び予測を見ると。高度

な技能だけでなく現場で、試作 ・開発、生産管理 もこなせるテクノ技能

者が求められているが、これは数多 く必要なのではなく、必ず必要とい

うレベルの技術 ,技能者と考えられる。また、生産管理や生産工程の改

良、新製品の設計 ・開発ができる技術者 も同様 と考えられる。テクノ技

能者、技術者の不足感は高い。高度実践技術者養成は一定のユーズがあ

るが、基本的には自社の中で育成することが大切な考え方と言える。 こ

れまでの中堅技能者は高度熟練技能者へ、高度熟練技能者はテクノ技能

者へというように人材育成の結果として適切に過不足無 く配置できるこ

とがないと、いつまでも不足感だけが先行する可能性があるのではない

か。単に余剰あるいは過宋1という区分けで切 り捨てるのは企業の 「人が

中心Jと いう理念に反することになる。

これを実証するデータが図34の 「技術 ・技能継承の取り組みと技術 ・

技能者の不足状況との関係」である。計画的継承群は充足感がもっとも

高い。次いで自然継承群、継承不十分離 となっている。特に、継承不十

分群の充足感はきわめて低い。計画的継承群は必要性 も感 じて技術 ・技

能継承を実施 している結果と見ることが出来よう。

その結果、継承不十分群は 「中高年の中途採用J「業務の外注化J「定

年の延長」で対応せざるを得ないのは自然であろう。計画的継承群は

「生産工程の省力化」で他群よりも高い水準にあり、工程その ものの検

討を推進できることになったと考えられる。

5-2 計 画的に技術 ・技能継承を行う企業の示すもの

計画的継承群は他の群 と比較すると売上高は増加で、設備や事業分野、

製品の種類を拡大 しようとする企業であることがわかる。技術 ・技能継
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承実施上の問題で、 この計画的継承群と継承不十分群の格差が最大のも

のは 「継承する人材が採用できていない」ことにある。計画的継承を行

う企業には 「継承する人材が集まるJの である。計画的継承企業では

「教育にあてる時間的余裕がない」「うまく教育できる人がいない」「資

金的余裕がないJ「教育 ,育成体制がない」の順で問題を挙げる。計画

的継承群は実施上の問題を明瞭に認識できている。

必要とする専門分野の能力開発内容を見ると、計画的継承企業は 「環

境関連技術」「自動生産 ラインの段取 り切 り替え技能J「自動生産 ライン

の合理化 ・改善技術」「ソフトウェァ関連技術」などで高 く、 その必要

度 も明確な判断が働いていると推測できる。 これに対 し、継承不十分群

はこれらと正反対の傾向を示す。 この点から見れば、能力開発ニーズは

「技術 ・技能継承の先行企業」と 「技術 ・技能継承の遅れる企業Jと の

間で異なる設定をして対応 していくことが妥当と考えられる。また、こ

れらのことは経営方針や今後の展望の有無と関係 していることでもある

ので、それらを確立する動きを前提にしなければ確かな支援とはならな

い危険性 もはらんでいる。

5-3 企 業規模別に見た能力開発ニーズとその対応

企業規模毎に能力開発ニーズを整理すると図5-1のように示す ことが

出来る。 この意味するものは次のように整理できる。規模の小さい企業

は即戦力の職業能力を求める傾向があるが、規模の大きい企業は在職者

の能力向上の可能性を重視する傾向がある。つまり、規模の大きい企業

ほど能力開発ニーズは自社で行 う教育訓練への支援が中心にあるといえ

る。 しか し、規模に関わらず、企業が発展傾向にあるときには即戦力よ

りも在職者の能力向上にシフトし、縮小傾向にあるときや経営戦略の見

直 し期は即戦力でカバーしようとすると予測できる。 このようなメカニ

ズムは経営のスタンスとかかわると言えよう。
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図51 能 力開発への支援ニーズ

内 容 ユーズの高い企業規模

教育訓練経費の助成 企業規模にかかわらず高率

企業の個別ニーズに沿った職業訓練 全般に高い

100人以上の企業で高い

O」Tや品質管理の研修 ,20人 を超える規模の企業

教育訓練方法のノウハウの提供 ・全般に高い

。特に、200人以上規模の企業で高い

技術 ・技能継承方法のセ ミナー実施 ・200人以上の企業で高い

求職者向けの公共職業訓練 10～19人規模の企業で高い

在職者向けの公共職業訓練 100～199大規模の企業で高い

企業が求める 「技術 ・技能継承への具体的な支援Jの 第 1は 「熟練技

術 ・技能者に対する能力認定 ・顕彰 ・補助を与える」 ことである。第 2

は 「技術 ・技能継承のアウ トッーシング」である。①退職 した高度技能

者の派遣会社や②高度熟練者の技能継承への活用、③熟練技能者を訓練

講師採用、④技能者育成センター設置がある。第 3は 「自社で行う技術 ・

技能継承の支援 としての技能のデータベース化 ・マニュアル化」がある。

この支援は技術 ・技能継承の当事者意識の反映として大切に扱 っていか

なければならないと言えよう。

経営者の意識と関係するが、能力開発は企業の規模にかかわらず、社

員の発展成長 という視点と企業の中長期経営戦略という視点の両面から

明確にしていかなければならないと考える。 この意味からも企業の能力

開発ユーズについて、その質的水準を引き上げていく必要があろう。我

が国の能力開発が 「個人主導の台ヒカ開発Jに 移行 しようとするのであれ

ば、それは単に、自発的に教育訓練を受講すれば事足 りるというもので
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はな く、個人 の労働意識 と企業経営 との接点 を明確 に して両者 の関係 を

収 ま りの良 い ものに仕立 て上 げていかなければな らない とい う課題があ

る。

このよ うに、能力開発 。人材育成 と して 「技術 ,技 能継承問題Jを と

らえてみ ると、企業規模 や成長 しつつあ る企業動向、直面 している企業

課題 に機敏 に対応 させて職業能力開発 の企画 ,実 施 を進 めていかなけれ

ば、十分 に機能 で きない ことを示唆 して いると言えよ う。

注

(1)こ の文献①中小企業庁編 「平成10年度版中小企業白書 一 変革を迫 られる中小

企業と企業家精神の発揮 一J、大蔵省印刷局、1998では 「第 2章  中 小企業の

創造的革新Jに おいてこの技術 ・技能継承問題を記載している。例えば、「過

去 3年間の売上高伸び率と人材育成方法の関係Jで はOff―」Tと OJTの 併用あ

るいはOff一」Tを実施している企業は売上高が上昇しているとしている。また、

熟練技術 ・技能者の経歴や機械への代替え可能性なども論じている。この他に

も興味深いデータを掲載している。

物)こ の文献②労働省 「平成10年版労lr9白書一 人材育成と能力発揮を通 じた経済

社会の構造変化への対応一J日 本労働研究機構、1996で は 「第 H部  人 材育

成と能力発揮を通じた社会経済の構造変化への対応、第 3節  社 会経済の変化

に対応した人材育成の課題」の中で技術 ・技能継承を扱っている。特に、「喪

失が懸念される熟練技能J「高度化、多能化が求められる生産技能労働者」の

小項目で記述している。しかし、平成10年度版中小企業白書ほどに直接的には

技術 ・技能継承問題に焦点化して述べてはいない。

13)こ れらの文献の中でも具体的に技術 ・技能継承問題を扱っているのが、③東京

都商工指導所 「平成10年度版東京都中小企業経営白書 (製造業編)-21世 紀に

向けた東京の製造業の新たな挑戦一」1998である。特に、「生産 ・加工技術の

維持 ・強化のための課題Jと して技能工の確保と技能の伝承、生産 ・加工技術

を担う若手の確保、生産 ・加工技術の体系的整理 ・データベース化というテー

マでのアンケート結果を述べている。(pp 148 149)

化)東 京都労働経済局に 「都内中小製造業の技術 ・技能集積と人材育成に関わる調

査研究Jの 検討委員会を構成した。委員は筆者の他に、八幡成美 (日本労働研
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究機構)、岡田浩一 (明治大学)、木戸正喜 (東京都労働経済局職業能力開軸 0、

小川芳夫 (東京都労働経済局商工計画部)、奥山雅之 (東京都労働経済局商工

指導所調査部)の 各氏である。発刊した 「都内中小製造業の技術 ・技能集積と

人材育成に関わる調査研究報告書J(A4版 164頁、1999年3月発刊)は 東京都

労働経済局総務部企画調査課 (03-5321-1111、内線36251)で入手できる。

(もり か ずお 職 業能力開発総合大学校 指 導学科)
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